
平成２６年（国）第１１７６号

平成２７年１２月２５日裁決

主文

後記「理由」欄第２の２記載の原処分を取

り消す。

理由

第１　再審査請求の趣旨

再審査請求人（以下「請求人」という。）

の再審査請求の趣旨は、国民年金法等の一

部を改正する法律（昭和６０年法律第３４

号。以下「６０年改正法」という。）附則

第２５条の規定による障害基礎年金（以下

「６０年改正法の障害基礎年金」という。）

の支給を求めるということである。

第２　再審査請求の経過

１　請求人は、２０歳に達した日（昭和○

年○月○日）において、精神発達遅滞（以

下「当該傷病」という。）により、障害

の状態にあるとして、平成○年○月○日

（受付）、厚生労働大臣に対し、６０年改

正法の障害基礎年金の裁定を請求した。

２　厚生労働大臣は、平成○年○月○日付

で、請求人に対し、当該傷病について、

２０歳に達した日である昭和○年○月○

日現在の障害の状態は、提出された書類

では、国民年金法第３０条の４に定める

「２０歳に達した日」における障害の状

態が判断できないためとして、６０年改

正法の障害基礎年金を支給しない旨の処

分（以下「原処分」という。）をした。

３　請求人は、原処分を不服とし、標記の

社会保険審査官に対する審査請求を経

て、当審査会に対し、再審査請求をした。

第３　問題点

１　６０年改正法の施行日の前日（昭和

６１年３月３１日）において、６０年改

正法による改正前の国民年金法（以下「旧

国年法」という。）による障害福祉年金

の受給権を有し、当該施行日（昭和６１

年４月１日）において国民年金法（以下

「国年法」という。）施行令（以下「国年令」

という。）別表に掲げる程度の障害の状

態にある者に対しては、国年法第３０条

の４第１項に該当するものとみなして、

当該施行日に障害基礎年金の受給権を取

得するものとし、当該施行日の属する月

から６０年改正法の障害基礎年金が支給

され、同時に障害福祉年金の受給権は消

滅することとされている（６０年改正法

附則第２５条）。

請求人の本件裁定請求は、請求人が

２０歳に到達した日（昭和○年○月○日）

において、上記の障害福祉年金の受給権

を取得した旨申し立てているものと解さ

れるところ、旧国年法第１０２条第１項

の規定によると、同法上の年金給付を受

ける権利は、その支給事由が生じた日か

ら５年を経過したときは時効によって消

滅するとされていることから、請求人の

障害福祉年金を請求する権利は、時効に

より既に消滅していることになるが、保

険者は、年金給付について永久に裁定を

請求することができなくなるのは酷であ

るとして、この規定を適用しない（時効

の利益を放棄する）こととし、一般的に、

５年が経過した後も裁定の請求を認める

とともに、裁定がなされた場合には、将

来に向かっての給付及び過去の支分権の

うち時効消滅していない部分の支払を行

うという行政措置を執っていることが認

められ、当審査会としてもこの行政措置

は妥当であると考えているものである。

そうすると、請求人は、保険者のこの

行政措置の適用を受けて、旧国年法によ

る障害福祉年金の受給権の存在を前提と

した６０年改正法の障害基礎年金の裁定

を請求することができることになる。

２　そこで、旧国年法の規定をみると、

２０歳前に初診日がある傷病による障害

を支給事由とする障害福祉年金は、２０

歳に達した日又は２０歳に達した日後の

障害認定日において、旧国年法別表に掲

げる程度の障害の状態にあるときは、そ

れぞれ２０歳に達した日又は障害認定日

に受給権を取得するものとされていた

（旧国年法第５７条第１項等）。

なお、障害認定日とは、旧国年法（昭



和４７年当時施行されていたもの）第

３０条第１項によると、疾病又は負傷及

びこれらに起因する疾病（以下「傷病」

という。）の初診日から起算して３年を

経過した日（その期間内にその傷病が治

つた場合においては、その治つた日（そ

の症状が固定し治療の効果が期待できな

い状態に至った日を含む。）であるとさ

れている。

３　本件の場合、請求人は当該傷病の初診

日において、２０歳未満であり、請求人

が２０歳に達した日は昭和○年○月○日

であること、障害認定日以後に２０歳に

達したことについては、当事者間に争い

がないものと認められるところ、本件の

問題点は、本件裁定請求において、請求

人から提出された資料によって、２０歳

到達日当時における請求人の当該傷病に

よる障害の状態（以下、これを「本件障

害の状態」という。）を確認することが

できないと認められるかどうか、及び本

件障害の状態を確認することができる場

合は、それが旧国年法別表に定める障害

の程度に該当しないと認められるかどう

かである。

第４　審査資料

（略）

第５　事実の認定及び判断

１　本件審査資料によれば、本件障害の状

態等について、次の記載のあることが認

められる。

（1）～（4）　（略）

２　前記認定の事実に基づき、本件の問題

点を検討し、判断する。

（1）　旧国年法別表は、障害等級２級の

障害福祉年金が支給される障害の程度

を定めているが、請求人の当該傷病に

かかわるものとしては、「精神の障害

であつて、前各号と同程度（注：日常

生活が著しい制限を受けるか、又は日

常生活に著しい制限を加えることを必

要とする程度）以上と認められる程度

のもの」（１６号）が定められている。

そして、障害の程度の具体的認定に当

たっては、障害の認定及び給付の公平

を期するための尺度として「国民年金

障害認定基準について」（昭和５１年

１１月１日庁保発第３１号社会保険庁

年金保険部長通達。以下、「旧法認定

基準」という。）が定められているので、

当審査会もこれに依拠するのが相当で

あると思料するものであるが、旧法認

定基準の「第１　一般的事項」の「３　

日常生活能力の程度」の（２）によると、

日常生活が著しい制限を受けるか又は

日常生活に著しい制限を加えることを

必要とする程度とは、必ずしも他人の

助けをかりる必要はないが、日常生活

は極めて困難で、労働により収入を得

ることができない程度のもので、たと

えば、家庭内の極めて温和な活動（軽

い補食作り、ハンカチ程度の洗濯等）

はできるが、それ以上の活動はできな

いもの又はしてはいけないもの、すな

わち、病院内の生活でいえば、活動の

範囲は、おおむね病棟内に限られるも

のであり、家庭内の生活でいえば、活

動の範囲は、おおむね家屋内に限られ

るものをいう、とされている（以下、

これを「旧法認定基準２級の基本的例

示」という。）。旧法認定基準の「第２　

個別基準」の「８　精神障害」による

と、精神の障害の程度の判定は、日常

生活が著しい制限を受けるか又は日常

生活に著しい制限を加えることを必要

とする程度のものを２級に該当するも

のとするとされ、精神の障害の原因と

なる主な傷病名は、統合失調症、そう

うつ病、非定型精神病、てんかん（真

正てんかん及び症状てんかん）、中毒

精神病（アルコール中毒、一酸化酸素

中毒等）、器質精神病（頭部外傷後遺症、

脳炎後遺症、脳膜炎後遺症、進行麻痺、

老年精神病、脳血管系疾患、錐体外路

性疾患等）及び精神薄弱であるとされ

ているところ、請求人の当該傷病につ

いては、精神薄弱の認定要領に依拠し

て判断するのが相当であり、精神薄弱

により２級に相当するものを一部例示

するとして、「精神能力の全般的発達



に遅滞があるもの」が定められている。

（2）　また、国年令別表は、障害等級２

級の障害基礎年金が支給される障害の

程度を定めているが、請求人の当該傷

病にかかわるものとしては、「精神の

障害であつて、前各号と同程度（注：

日常生活が著しい制限を受けるか、又

は日常生活に著しい制限を加えること

を必要とする程度）以上と認められる

程度のもの」（１６号）が定められて

いる。そして、国年法上の障害の程度

の具体的認定に当たっては、障害の認

定及び給付の公平を期するための尺度

として「国民年金・厚生年金保険障害

認定基準について」（昭和６１年３月

３１日庁保発第１２号社会保険庁年金

保険部長通知。以下「新法認定基準」

という。）が定められており、当審査

会もこれに依拠するのが相当であると

思料するものである。新法認定基準の

「第２　障害認定に当たっての基本的

事項」の１によると、日常生活が著し

い制限を受けるか又は日常生活に著し

い制限を加えることを必要とする程度

とは、必ずしも他人の助けを借りる必

要はないが、日常生活は極めて困難で、

労働により収入を得ることができない

程度のもので、例えば、家庭内の極め

て温和な活動（軽い補食作り、ハンカ

チ程度の洗濯等）はできるが、それ以

上の活動はできないもの又は行っては

いけないもの、すなわち、病院内の生

活でいえば、活動の範囲がおおむね病

棟内に限られるものであり、家庭内の

生活でいえば、活動の範囲がおおむね

家屋内に限られるものであるとされて

いる（以下、これを「新法認定基準２

級の基本的例示」という。）。

そして、新法認定基準によると、精

神の障害の原因となる主な傷病名は統

合失調症、そううつ病、非定型精神病、

てんかん（真性てんかん及び症状てん

かん）、中毒精神病（アルコール中毒、

一酸化炭素中毒等）、器質精神病（頭

部外傷後遺症、脳炎後遺症、脳髄膜炎

後遺症、進行麻痺、老年精神病、脳血

管系疾患、錐体外路性疾患等）及び精

神薄弱であるとされ、精神の障害の程

度の判定に当たっては、日常生活が著

しい制限を受けるか又は日常生活に著

しい制限を加えることを必要とする程

度のものを２級に該当するものと認定

するとされ、精神薄弱で２級の該当す

るものを一部例示するとして「精神能

力の全般的発達に遅滞のあるもの」が

掲げられており、精神病の原因は、多

種であり、かつ、その症状は、同一原

因であっても多様であり、したがって、

認定に当たっては現症及び予後の判定

を第一とし、次に原因及び経過を考慮

するとされ、日常生活能力等の判定に

当たっては、身体的能力及び精神的能

力、特に、知情意面の障害も考慮の上、

社会的な適応性の程度によって判断す

るよう努め、また、現に仕事に従事し

ている者については、その療養状況を

考慮し、その仕事の種類、内容、従事

している期間、就労状況及びそれらに

よる影響も参考とするとされている。

また、精神薄弱とは、先天性又は早期

獲得性（出産時脳毀損等）の持続的知

能欠陥を主とする精神状態をいうもの

であるが、新法認定基準においては、

その後「知的障害（精神遅滞）」とさ

れている。そして、知的障害とは、知

的機能の障害が発達期（おおむね１８

歳まで）にあらわれ、日常生活に持続

的な支障が生じているため、なんらか

の特別な援助を必要とする状態にある

ものをいうとされ、２級に相当するも

のを一部例示するとして「知的障害が

あり、日常生活における身辺の処理に

も援助が必要なもの」が掲げられ、知

的障害（精神遅滞）の認定に当たって

は、知能指数のみに着眼することなく、

日常生活のさまざまな場面における援

助の必要度を勘案して総合的に判断す

るとされ、日常生活能力等の判定に当

たっては、身体的機能及び精神的機能、

特に、知情意面の障害も考慮の上、社



会的な適応性の程度によって判断する

よう努め、また、現に仕事に従事して

いる者については、その療養状況を考

慮し、その仕事の種類、内容、従事し

ている期間、就労状況及びそれらによ

る影響も参考とするとされている。

また、新法認定基準の平成２３年

９月１日から適用されたものにおいて

は、精神の障害の区分に新たに「発達

障害」が加えられたが、発達障害とは、

自閉症、アスペルガー症候群その他の

広汎性発達障害、学習障害、注意欠陥

多動性障害その他これに類する脳機能

の障害であってその症状が通常低年齢

において発現するものをいい、発達障

害については、たとえ知能指数が高く

ても社会行動やコミュニケーション能

力の障害により対人関係や意思疎通を

円滑に行うことができないために日常

生活に著しい制限を受けることに着目

して認定を行うとされている。そして、

発達障害とその他認定の対象となる精

神疾患が併存しているときは、併合（加

重）認定の取扱いは行わず、諸症状を

総合的に判断して認定するとされて、

発達障害で２級の障害に該当するもの

の一部例示として、「発達障害があり、

社会性やコミュニケーション能力が乏

しく、かつ、不適応な行動がみられる

ため、日常生活への適応にあたって援

助が必要なもの」が掲げられ、日常生

活能力等の判定に当たっては、身体的

機能及び精神的機能を考慮のうえ、社

会的な適応性の程度によって判断する

ように努めることとされている。

（3）　ところで、障害福祉年金及び障害

基礎年金の裁定請求において、その障

害の状態がいかなるものであり、それ

が障害等級の程度に該当するかどうか

は、受給権の発生、その内容に関わる

重大なことであるから、その認定は客

観的かつ公正・公平に行わなければな

らないことはいうまでもないことであ

る。旧国年法施行規則第３１条第２号

及び国年法施行規則第３１条第２項

が、障害福祉年金及び障害基礎年金の

裁定請求書には、「障害の状態に関す

る医師又は歯科医師の診断書」を添え

てこれを提出しなければならないと規

定し、上記の認定は医師又は歯科医師

（以下、併せて便宜上「医師」という。）

の作成した診断書によって行われる旨

を定めているのもその趣旨から出たも

のと解され、その認定は、障害の状態・

程度を認定すべきものとされている時

期において、直接その診療に関与した

医師又は医療機関が作成した診断書、

若しくは、医師ないし医療機関が、診

療が行われた当時に作成された診療録

等の客観性のあるいわゆる医証の記載

に基づいて作成した診断書、又は、こ

れらに準ずるものと認められることが

できるような証明力の高い資料によっ

て行わなければならないものと解する

のが相当である。しかして、当審査会

に顕著な事実によれば、保険者は、一

般的に、障害認定日による請求につい

ては同日以後３か月以内の現症が記載

されている診断書の提出を求めること

として、障害認定日における障害の状

態は、上記の期間内の現症日における

障害の状態によってこれを行うものと

する旨の取扱いをしており、傷病の性

質や内容にもよるが、障害認定日から

余りにも離れた時期を現症日とする診

断書では、障害認定日における障害の

状態を認定することは困難であること

から、当審査会も、基本的にはこれを

相当としてきているところである。

なお、知的障害に係る障害認定につ

いての疑義照会の回答（昭和６１年７

月）によると「２０歳到達時から相当

期間経過後に知的障害を原因とする裁

定請求があった場合、障害認定日にお

ける障害の状態等については、当該事

実を証する診断書に基づき認定するの

が原則であるが、知的障害の現症状か

ら障害認定日の状態等が明らかに判断

できる場合にあっては、遡及して差し

支えない。」とされており、この明ら



かに判断できるか否かについては、保

険者の裁量に委ねられている。

しかして、本件裁定請求において

は、障害認定日（２０歳到達日）及び

昭和○年○月○日当時の現症に係る診

断書は提出されていないのであって、

このように、障害を認定すべき日を現

症とする診断書が提出されていない場

合には、障害を認定すべき日における

障害の状態がいかなる程度かを認定す

ることができないとするのも、誠にや

むを得ないことといわなければならな

いのであって、それと異なる時期の現

症に係る診断書やその他の資料によっ

て障害を認定すべき日当時における障

害の状態を推認することについては、

慎重に対応することが要請されるとい

うべきである。すなわち、傷病による

障害の程度が時間の経過にかかわらず

変化しないことが、医学的な観点から

見て明らかな場合に限っては、障害の

程度を認定すべき時期における障害の

状態を明らかにする診断書等の資料が

提出されていなくとも、その時期に近

接する時期における障害の状態を明ら

かにする診断書等の資料により、障害

の程度を認定すべき時期における障害

の程度を認定することが許されないと

することが、当該事案において認めら

れる諸般の事情を考慮すると、著しく

相当性を欠くといえる場合もあるとい

えよう。精神薄弱とは、先天性又は早

期獲得性（出産時脳毀損等）の持続的

知能欠陥を主とする精神状態をいうの

であり、それは知的機能の障害と認め

られ、知的機能の障害はおおむね１８

歳までの発達期に現れるものであり、

知的機能に障害を有する者の知的能力

は、知能指数のみからみると、年月が

経過してもさほどの変化が見られるも

のではなく、医学的には、それ以降そ

の障害の程度が変わることは、通常で

は考えられない（数十年の期間を経れ

ば、毎日の生活活動を繰り返し、積み

重ねることによって学習ができる場合

がある反面、実際に生活する社会環境

が変化し、より複雑になるにつれて、

生活場面に適応できず、以前にはでき

ていた生活活動ができなくなる場合も

生じることはあり得る。）ということ

ができる。

（4）　療育手帳については、○○県の場

合○○○手帳（療育手帳）と称され、

重度、中度及び軽度の３つに区分され、

重度は、㋑　知能指数がおおむね３５

以下で、「食事、着脱衣、排便、洗面

等日常生活における基本動作に介助を

必要とし、社会生活への対応が著しく

困難であるもの」又は「頻繁なてんか

ん様発作又は失禁、異食、興奮、多寡

動その他常時注意と指導を必要とする

行動が認められるもの」、㋺　知能指

数がおおむね５０以下で、身体障害者

福祉法に基づく障害等級が１級、２級

又は３級に相当するもの、のいずれか

に該当するもの、中度は、知能指数が

おおむね５０以下であって、食事、着

脱衣、排便、洗面等日常生活動作に一

部介助を必要とし、社会生活への適応

が困難である程度のもの、軽度は、知

能指数がおおむね７０以下であって社

会生活への適応に適切な援助が必要な

程度のもの、とされており、障害の程

度の手帳への記載は、重度の場合はＡ

と、中度の場合はＢと、軽度の場合は

Ｃと表示し、ただし、重度の知的障害

者で特別児童扶養手当等の支給に関す

る法律施行令第１条第１項に規定する

程度の障害を有するものについては○Ａ

と表示されることとされている。

（5）　そこで、本件審査資料についてみ

るに、資料２－１には、「出産時性、

乳幼児疾患による精神薄弱」、「中～高

度薄弱」とされ、資料３には、子供の

頃からコミュニケーションがとれない

ため仲間遊びもできず、義務教育が終

わっても、自宅でほぼ一日床に入って

いる状態であったとされ、資料２－２

には、昭和○年○月○日（２４歳時）

の障害の状態は、前回（昭和○年○月



○日。２３歳時。）の障害の状態とほ

とんど変化がないとされている。

そして、精神薄弱とは、先天性又

は早期獲得性（出産時脳毀損等）の持

続的知能欠陥を主とする精神状態をい

うのであり、それは知的機能の障害と

認められ、知的機能の障害はおおむね

１８歳までの発達期に現れるものであ

り、知的機能に障害を有する者の知的

能力は、知能指数のみからみると、年

月が経過してもさほどの変化が見られ

るものではなく、医学的には、それ以

降その障害の程度が変わることは、通

常では考えられないということができ

るから、これらの更生相談所が作成し

た判定書及び療育手帳を用いて、請求

人の２０歳到達時における精神薄弱の

状態を推認することは可能であると判

断される。

請求人が２３歳時の判定に関する

資料２－１によると、知能に関しては、

呼びかけ接触をもとうとするが、無関

心、無視しており特定検査不能とされ、

ＭＡ（注：精神年齢）やＩＱが計測さ

れていないものの、人名、年齢、地名、

球団名などを漢字、ひらがな、カタカ

ナを使って書くことができ、また、新

聞記事を書くこともでき、二桁の計算

は可能とされている。また、社会生活

能力に関しては、両親が忙しいため、

放任状態で昼は家に一人でいて、漢字

の書き取りなどをしている、テレビ・

ラジオなど番組を選択し聴いている、

小鳥を飼うのが好きであり、身辺処理

は自立しており、ボタンつけなど自分

でやることもできる、一人で外出はせ

ず、庭から外へ出ようとせず、孤立的・

自閉的で対人接触が極めて不良である

こととされている。判定意見として、

能力的には高いものを持っているよう

にうかがわれるが、実際には対人接触

が悪く、孤立的・自閉的性格のため、

現象像としては中度遅滞が認められる

とされ、総合判定では、本人のやって

いることから判断する限りでは軽度遅

滞と推定されるが、実際の現象像にお

いては社会生活面で著しく落ち対人的

接触がうまく持てないことから、中度

遅滞と判定されるとされている。

請求人には、資料２－１による判

定に基づき、昭和○年○月○日に○○

県から療育手帳（○○○手帳）が交付

され、その障害の程度はＢとされてい

る。○○県の場合、療育手帳のＢの程

度は、「知能指数がおおむね５０以下

であって食事、着脱衣、排便、洗面等

日常生活における基本動作に一部介助

を必要とし、社会生活への適応が困難

である程度のもの」とされていること

は、先に見たとおりである。

また、請求人が２４歳時の判定に

関する資料２－２によると、総合判定

で、前回の判定結果同様、現象像から

は、中度の精神薄弱者と判断するとさ

れ、障害福祉年金については、診断書

の交付可能と認められるが、保護者か

ら、経済的には困窮していないことか

ら年金受給は希望しない旨の申し出が

あったので、交付しないこととすると

され、社会性・集団性に著しく欠ける

ことから、授産施設への入所は適当と

認められるとされている。

このように見てくると、請求人の

昭和○年○月（２３歳時）及び昭和○

年○月（２４歳時）当時における当該

傷病（精神薄弱）による障害の状態は、

旧法認定基準２級の基本的例示に相当

し、当該傷病による障害等級２級の例

示である「精神能力の全般的発達に遅

滞があるもの」に該当すると認めるの

が相当であるから、旧国年法別表２級

１６号所定の「精神の障害であつて、

前各号と同程度（注：日常生活が著し

い制限を受けるか、又は日常生活に著

しい制限を加えることを必要とする程

度）以上と認められる程度のもの」に

該当する。しかして、先天性又は早期

獲得性の持続的知能欠陥を主とする精

神状態、すなわち知的機能の障害の場

合、おおむね１８歳までにあらわれ、



医学的にはそれ以降その障害の程度が

変わることは通常では考えられないの

であるから、請求人の２０歳到達時（昭

和○年○月○日）における本件障害の

状態も、２３歳時及び２４歳時の状態

と同じであった高度の蓋然性があると

いえるから、旧国年法別表に掲げる２

級１６号に該当する程度であったと認

めるのが相当である。

ちなみに、新法認定基準（平成２３

年９月１日から適用されたもの）で検

討すると、資料２－１で請求人の問題

点として指摘されている孤立性・自閉

性で対人接触が極めて不良であること

を、発達障害としてとらえるならば、

発達障害で２級とされる「発達障害が

あり、社会性やコミュニケーション能

力が乏しく、かつ、不適応な行動がみ

られるため、日常生活への適応にあ

たって援助が必要なもの」に該当して

いると考えることができる。

以上の認定及び判断の結果による

と、請求人は、６０年改正法の施行日

の前日（昭和６１年３月３１日）にお

いて、旧国年法による障害福祉年金の

受給権を有するものであったというこ

とができる。

（6）　次に、６０年改正法施行日（昭和

６１年４月１日）において、請求人の

当該傷病による障害の状態が、国年令

別表に掲げる２級の程度に該当してい

たかどうかについて検討するに、本件

において、６０年改正法施行日当時の

本件障害の状態を直接示す診断書等の

提出はないが、ａ病院ｂ科Ａ医師作成

の平成○年○月○日現症に係る診断書

（同年○月○日付）が提出されている

ので、これを見るに、発病から現在ま

での病歴等は、成年後見人から平成○

年○月○日に聴取したものとして、「出

生後、発達の遅れを指摘された。脳障

害により運動麻痺も認める。中学校卒

業後、実家農業を手伝う。」、診断書作

成医療期間における初診日（平成○年

○月○日）所見は「知的障害」、これ

までの発育・養育歴等は「発達遅滞」

とされ、障害の状態又は状態像（平成

○年○月○日現症）として、抑うつ状

態（不安）、知的障害等（知的障害（軽

度））が指摘され、その具体的症状等

として、日常生活に支障を来しており、

継続的治療を要するとされ、日常生活

状況については、同居者ありの入所中

で、全般的状況は「他者との交流は乏

しい」とされ、日常生活能力の判定

は、適切な食事は「自発的かつ適正に

行うことはできないが助言や指導があ

ればできる」、他人との意思伝達及び

対人関係は「助言や指導があればでき

る」とされているが、身辺の清潔保持、

金銭管理と買い物、通院と服薬（要）、

身辺の安全保持と危機対応、社会性は

「助言や指導をしてもできない若しく

は行わない」と判定され、日常生活能

力の程度は、知能障害の「（4）知的障

害を認め、日常生活における身のまわ

りのことも、多くの援助が必要である」

で、臨床検査の結果は、立方体組み合

わせテストＩＱ６０で、精神年齢は９

歳９月とされており、現症時の日常生

活能力及び労働能力は「就労能力はな

い」とされていることが認められるの

であり、この認定事実からすると、平

成○年○月○日当時における請求人の

当該傷病による障害の状態は、新法認

定基準２級の基本的例示に相当し、当

該傷病（知的障害）で障害等級２級の

例示とされる「知的障害があり、食事

や身のまわりのことなどの基本的な行

為を行うのに援助が必要であって、か

つ、会話による意思の疎通が簡単なも

のに限られるため、日常生活にあたっ

て援助が必要なもの」に該当し、国年

令別表２級１６号に該当するものとい

うことができる。しかして、精神薄弱

の場合は、おおむね１８歳までの発達

期に現れ、医学的には、それ以降その

障害の状態は通常では変わることがな

いという傷病の特性に、請求人の２０

歳到達時における当該傷病（精神薄弱）



による障害の状態が上記のとおりで

あると認められることをも併せると、

６０年改正法施行日における当該傷病

（精神薄弱）による障害の状態も２０

歳到達時における本件障害の状態と同

じであった高度の蓋然性があるといえ

るから、国年令別表に掲げる２級１６

号に該当する程度であったと認めるの

が相当である。

（7）　以上によれば、請求人には、６０

年改正法施行日（昭和６１年４月１日）

を受給権発生の日とする、障害等級２

級の６０年改正法による障害基礎年金

が支給されなければならず、これと異

なる原処分は取り消すこととし、主文

のとおり裁決する。


